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平成１８年９月２２日 

 

大阪市国民保護協議会（第２回） 会議録 

 

（事務局：横関危機管理担当課長） 

 ただ今から大阪市国民保護協議会を始めさせていただきたいと思います。 

 私は、本日の司会を務めさせていただきます、大阪市危機管理室危機管理担当課

長の横関でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 開会に先立ちまして、委員の出席状況につきまして、ご報告させていただきます。 

 本協議会は、「大阪市国民保護協議会条例第４条第２項」に基づきまして、会議の

成立には過半数の委員の出席が必要となりますけれども、委員総数３６名のうち、現

在、２５名の委員のご出席をいただいておりますので、本協議会が有効に成立してい

ることをご報告申し上げます。 

 

 次に、本日の協議会は「大阪市国民保護協議会運営要綱 第２条」の規定に基づ

きまして、公開で行われることをお知らせします。本日は、現在、３名の方が傍聴され

ておりますので、ご報告申し上げます。 

 

 それでは、ただ今から、大阪市国民保護協議会を開催いたします。開催にあたりま

して、大阪市国民保護協議会 会長でございます關大阪市長からご挨拶申し上げま

す。 

 

 

（会長：關市長） 

皆さんおはようございます。本日は金曜日の早朝という、たいへん、皆さんがお出

にくい時間帯に大阪市国民保護協議会にご出席いただきまして、誠にありがとうござ

います。 

また、皆様方には本日のテーマであります防災や危機管理行政の面だけではなく、

大阪市政全般にわたりまして平素から大変ご支援いただいておりますことを、この場

をお借りしまして厚く御礼を申し上げます。 

特に、今回は林部会長をはじめ、企画部会の委員の皆様には本日の議題でありま

す大阪市国民保護計画の（素案）のとりまとめにあたりまして、それぞれの分野から貴

重なご意見、ご提案をいただきまして、あらためて深く感謝を申し上げます。ありがとう

ございました。 

言うまでもなく、武力攻撃、あるいはテロといった事態はあってはならないことでは

ありますが、現実には先月もロンドンにおきまして、航空機を標的とした、これは未遂
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に終わりましたが、テロ未遂事件が発生しております。 

大阪市は２６０万余の市民が生活しております。特に昼間帯は、ビジターを含めま

して４００万人を超える人々が滞在をしておられ、この大都市において、市民の安全

が脅かされる事態が発生した場合、その生命、財産をしっかりと保護して、その被害

を最小限に止めるためには、やはり、平素から備えを万全にして、緊急時の措置を円

滑に実施する計画を作成しておくことが、極めて重要なことだと考えております。 

５月の第１回の協議会におきましてお示ししましたスケジュールに沿いまして、本日

はその基本となります「大阪市国民保護計画」の素案についてご審議をお願い申し

上げます。 

今後、本日の審議を踏まえまして作成しました素案についてパブリックコメントを実

施して参りたいと思います。委員の皆様方にはそれぞれのお立場から忌憚のないご

意見を本日は賜りたいと思っております。ぜひよろしくお願い申し上げます。 

以上、簡単ではございますが、開会に当たりましてご挨拶とさせていただきます。あ

りがとうございました。 

 

 

（事務局：横関危機管理担当課長） 

どうもありがとうございました。 

それでは、議事に入ります前に、お手元にお配りしております資料の確認をさせて

いただきます。 

 上から順に、「大阪市国民保護協議会次第」、２枚目は「配席表」でございます。３枚

目に「配付資料一覧」を付けさせていただいております。資料は８点ございますけれ

ども、 

「資料１ 大阪市国民保護協議会構成名簿」 

「資料２ （仮称）大阪市国民保護計画（素案）のポイント」 

「資料３ （仮称）大阪市国民保護計画（素案）」 

「資料４ 計画素案における「国民」「住民」「市民」の使い分けについて」 

「資料５ 第 1回企画部会の意見等にかかる計画素案における記述等について」 

「資料６ 第 2回企画部会の意見等にかかる計画素案における記述等について」 

「資料７ （仮称）大阪市国民保護計画（素案）【概要版】（案）」 

「資料８ 計画策定スケジュール（案）」 

の以上でございますが、お手元の資料に過不足等ございませんでしょうか。もしござ

いましたら、お申し付けいただきましたら、お届けさせていただきます。 

 

よろしいでしょうか。それでは、次に進めさせていただきます。 

去る５月１７日に第１回の協議会を開催させていただきましたが、それ以降、各機
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関の人事異動等によりまして、協議会委員の皆様が交代されておりますのでお手

元の名簿でご報告させていただきたいと思います。 

 お手元の資料１「大阪市国民保護協議会構成名簿」をご覧下さい。資料の左端

に一連番号をつけさせていただいておりますので番号を含めてご報告させていた

だきます。 

・1番の 近畿総合通信局 局長  武内 信博 様 

・２番の 近畿財務局 局長 式部 透 様 

・４番の 近畿経済産業局 局長 久貝 卓 様 

・５番の 中部近畿産業保安監督部近畿支部 支部長 牧野 政雄 様 

・７番の 近畿運輸局 局長 島﨑 有平 様 

・20番の 日本放送協会大阪放送局 副局長 豊田 宏 様 

・22番の 西日本電信電話株式会社 取締役大阪支店長 尾﨑 幸博 様 

・23番の 関西電力株式会社 電力システム事業本部 副事業本部長 

青嶋 義晴様  

 以上８人の皆様が、新たに委員にご就任いただいております。 

 

 大阪市国民保護協議会の議長は、大阪市国民保護協議会条例第 4条第 1項の規

定によりまして、大阪市国民保護協議会の会長が議長となると定められております

ので、本協議会の会長でございます關市長に、議長をお願いいたしております。そ

れでは、關市長よろしくお願いいたします。 

 

 

（議長：關市長） 

 それでは、大阪市国民保護協議会条例に基づきまして、私がこの会議の進行を務

めさせていただきます。 

 ただ今から、議事に入らせていただきます。 

まず、議題（１）の「（仮称）大阪市国民保護計画（素案）」につきまして、 これまで企

画部会においてご審議いただきました経過の概要並びに計画素案のポイントにつき

まして、林部会長からご報告をお願いします。 

 

 

（部会長：林委員） 

 ではご報告させていただきます。まず、審議経過の概要についてですけれども、５

月１７日に第 1回大阪市国民保護協議会が開催されまして、それ以降、これまで企画

部会を２回開催させていただきまして、計画に関する検討を進めてまいりました。 

 第１回の企画部会は６月２１日に開催させていただきまして、計画の骨組みとなりま
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す「骨子案」およそ４０ページのものですが、それについての審議を行いました。 

 骨子案の構成、用語の使い方、内容等につきまして事務局からご説明をいただい

て、それに基づいて計画策定に際しての課題、あるいは方向性について整理を行な

いました。 

 その後の骨子案でお示しいただいた計画の編成にしたがって計画を作っていくこと

について、部会として了承をいたしたところであります。 

 

 第 2 回の企画部会は８月２２日に開催させていただきまして、第 1 回企画部会で出

されました意見等を踏まえて作っていただいた計画の「素案」、118 ページになります

が、それについての審議を行いました。 

 この時には、審議の参考とするために、会議の冒頭のところで明海大学外国語学

部の日野壽憲（ひの ひさのり）先生から、「ロンドンテロと危機管理」というテーマで先

生のご研究のご報告をいただいております。 

 議事の中では第 1 回の企画部会で出ました意見がどのように素案に反映されるの

かなどについて事務局からご説明がありまして、それに基づいて、たいへん活発な議

論をしていただきました。 

 指摘のあったいくつかの問題については、さらに事務局で検討していただくというこ

とで今日になっております。 

 

続きまして素案のポイントについてですが、意見の具体的なものについては後で

資料５、６がございますので、事務局のほうからご説明いただきます。 

 「資料２」を見ていただきながら、計画のポイントについてご説明をさせていただきた

いと思います。 

計画素案は、上のところに書いてございますように３つの策定方針に基づいて計

画が作られているというのがポイントかと思います。 

 

 第１のポイントは、「法令、国の基本計画、大阪府国民保護計画を基本」としてこの

計画が作られているということであります。 

 

 本計画は、様々な事態を対象としています。特に大都市で起こると想定される事態

に留意しておりますが、それ以外にも起こらないと私たちが断言できるわけではござ

いませんから、全部を対象としております。 

 かといって、その全ての事態に対して非常に詳細・具体的な対応を計画に盛り込む

ことは事実上不可能でありますので、この計画が目指しましたところは、今ご説明しま

したように、国の法令、あるいは基本指針及び大阪府が作られた計画に基づいて、保

護措置を実行するための「基本的な枠組み」を定めるということにいたしました。 
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 実際の実施細則等については、この計画が策定された後に、別途「実施マニュア

ル」を作成して、その中で定めていくということを明記させていただいています。 

 マニュアルの作成にあたっては、当然、様々な事態があるわけですが、その中でも

比較的、発生確率が高いと考えられております大規模テロのような大都市において

特に留意すべき事態を中心に考えていきたいというふうに思っております。 

 

 緊急対処事態の中にも様々な事態が想定されておりますけれども、それについても、

全部をいっぺんにということではなくて、緊急性の高いものから順次、作成していくと。 

 

さらに、作成にあたっては、いきなり大変難しい事案を想定してマニュアルを作ると

いうのではなく、最初は基本、一箇所で事案が発生するようなシンプルなものから規

定をし、それを徐々に拡充、拡大していく、そういう形でマニュアルを作って参りたいと

考えております。その際、当然のことですが、これまで大阪市が培われてこられました

災害対応のノウハウをその中にぜひ生かしていきたいと考えているのが第一点でござ

います。 

 

 

 第２点の方針は、「市の地域特性に留意し、実効性を確保する」というところでありま

す。 

 

 大阪市は大都市圏の要衝であります。想定される事態、ということで言えば武力攻

撃事態の中でも弾導ミサイル攻撃の標的になる、あるいはゲリラや特殊部隊の攻撃

の対象になるということが想定されます。それから、それ以外にも各種大規模テロなど

の緊急対処事態というのが想定されるわけです。そういうものを想定した上で、どこに

特にポイントを置いたかというと、初動体制を迅速に確立すること、それから被災現地

での円滑な活動ができるように、二つを重視して、計画としての実効性をもたせたいと

いうふうに考えております。 

 

 それの特徴というようなことで、下の素案の要点の計画というところを見ていきますと、

第１編が総論、そして第２編が「武力攻撃事態等への対処」、第３編が「平素からの備

え」となっておりまして、時間の順序からいうと逆のようにも見えますが、この計画はま

ず万一事態が起こった場合にどう対処するかという緊急時の計画ということを強調い

たしまして、「事態の対処」を先に置き、それを充実させるように「平素の備えを拡充す

る」という構成としています。 

第２編に「武力攻撃事態等」と書かせていただいておりますのは、緊急対処事態の

ほうが比較的な発生確率から言えば高いという認識に立っておりますので、「第１編 
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総論」の中に「緊急対処事態への対処にあたっての留意事項」というのを書き込ませ

ていただいて、基本的に緊急対処事態への対応ということが武力攻撃事態と基本的

に同じだということで書かせていただいております。 

 ３つめの実効性の担保するべきポイントとしては、国民保護法に基づく措置というの

は、国が事態認定をして初めて実施可能になるわけですが、先程から強調しておりま

すような緊急対処事態は、どちらかと言えば突発的に発生する、発生した当初は、そ

れが単なる事故なのか、あるいはそれが緊急対処事態なのかの区別も非常に難しい

ということが想定されますので、国の事態認定を待ってから行動するというのでは後手

に回る危険性がございますので、市としての初動対処というのは、事態認定前でも迅

速に行うということを明確にさせていただいておりますし、現地での関係機関の活動

を円滑に調整するために「現地調整所」というものを設けて、そこの事務局機能を大

阪市が担うということも書かせていただいております。 

  

 第３のポイントですが、関係機関や市民との連携協働というポイントがございます。 

 

これは保護措置等を実施するに当たりまして市民の皆さんが持っておられる個々

の特殊なニーズを全て大阪市で対応していくというのは事実上、不可能だというふう

に認識しております。 

そのため、自助、共助、公助という３つの力をどうバランスよく連携させるか、というこ

とが重要だと思っておりまして、そのために、それによって地域の防災力、あるいは対

応力というのを高めていきたいという認識でおります。そのため市民の皆さんに自助、

共助というところにご協力を求めることについては、例えば避難ですとか、あるいは救

援という記述の中で具体的に書かせていただいております。 

それから高齢の方、障害をお持ちの方、あるいは外国人の方、いわゆる災害時要

援護者と呼ばれておられる皆さんに対する配慮について、これについては配慮すべ

き課題、例えば移動に関する課題があるとか、あるいは情報伝達で難しさがあるとい

った、配慮すべき課題に応じて具体的に記述させていただくとともに、救援の実施に

関して特に配慮すべき点などについても具体的に書かせていただいております。こ

の記述については他の地域の記載に比べると、極めて丁寧な記載になっていると考

えております。 

以上が今日、ご提案させていただいております計画素案のポイントです。詳細につ

いては後に事務局のほうからご説明いただきたいと思います。以上です。 

 

（議長：關市長） 

 どうもありがとうございました。非常に簡潔に、ご説明いただきました。 
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 続きまして、ただいま林先生のお話がありましたが、「（仮称）大阪市国民保護計画

（素案）」の内容につきまして事務局から説明をお願いします。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

 大阪市危機管理室住民保護企画担当課長の内藤でございます。どうぞよろしくお

願いいたします。 

 それでは「（仮称）大阪市国民保護計画（素案）」の内容にいてご説明申し上げま

す。 

  

 お手元の「資料３」をご覧いただきたいと存じます。 

 この計画素案は、ただいま林部会長からご報告いただきましたとおり、６月２１日及

び８月２２日の２回の企画部会でのご審議を踏まえて作成したものでございます。 

 計画素案は、ご覧いただいておりますようにかなりの分量でございまして、この場で

逐一ご説明することは時間の都合上困難でございますので、企画部会におきまして、

事務局より記述に関してどのようなご説明をさせていただいたのか、また、委員の皆

様からいただいたご意見等を踏まえて、計画素案にどのように記述しているのかなど

を中心に、ご説明申し上げたいと存じます。 

 

 まず、５月１７日の第１回協議会においてご指摘いただいた「国民」「住民」「市民」と

いう用語の使い分けにつきまして、どのように整理し、計画素案においてそれらの用

語を使用しているのかについてご説明申し上げます。 

 

 お手元の「資料４ 計画素案における「国民」「住民」「市民」の使い分けについて」

をご覧いただきたいと存じます。 

 

 まず、「１．基本的な考え方」でございますが、本市の条例や計画などにおきまして、

その対象となる者を、本市に居住する者、滞在する者などをまとめて広く指す場合、

一般に「市民」という表現を使っておりますことから、計画素案においては、「市民」と

いう表現を基本とすることといたしました。 

 

 そこで、「資料３」の計画素案の本文の１ページをご覧いただきたいと存じます。「２ 

計画の対象」にございますように、「この計画は、本市域に居住する者・滞在する者・

避難してきた者を、国籍を問わず、保護の対象とする。」としまして、以下この計画で

はそれらの者を「市民」ということといたしております。 

 

 但し、計画の中で、すべて「市民」という言葉に統一することは難しい面がございま
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すことから、恐れ入りますが「資料４」にお戻りいただきまして、『２．「住民」を使用する

場合』をご覧いただきたいと存じますが、「地域の住民」という場合や、法律等で一種

のキーワードとして使われております「住民の避難」や「避難住民」という場合におきま

しては、「住民」という言葉を使用し、また『３．「国民」を使用する場合』にございますよ

うに、「国民保護法」という場合の「国民」のように、法令等で定められているもの、ある

いは法律の条文を引用する場合は、そのまま「国民」という表現を使用することといた

しました。 

 

 「住民」「国民」という言葉を使用しますのは、こうした箇所でございまして、逆に申し

ますと、それ以外は「市民」という言葉を使う、ということで整理いたしました。 

  

次に、「資料３」の表紙をご覧いただきたいと存じますが、そこにありますように、計

画の名称としては、「仮称」ということではございますが、「大阪市国民保護計画」とい

たしております。 

 これは、この計画が、大阪市が任意に策定する計画ではなく、「国民保護法」及び

「大阪府国民保護計画」に基づき策定するものでございますことから、それらの名称と

の整合性を確保する必要性がございますこと、また、この計画の対象は、先程ご説明

申し上げましたように「市民」でございますが、武力攻撃事態や緊急対処事態におき

まして、市民を避難させたり、避難した市民に救援を行うといった、本市が行う活動を

一言で言い表す言葉としましては、現在、一般に「国民保護」という言葉が使われて

おりますこと、こうした点を踏まえまして、計画の名称としましては、「大阪市国民保護

計画」とすることといたしております。 

 

 続きまして、お手元の「資料５」をご覧いただきたいと存じます。 

 

 この資料は、第１回企画部会で事務局よりお示しした骨子案に対しまして、委員の

皆様よりいただきましたご意見等に関して、素案においてどのように記述しているのか、

あるいは、素案に記述がないものにつきましては、どのような考え方から、そのようにさ

せていただいたか、などにつきまして、ご説明したものでございます。 

 

 まず、資料の 1 ページの項目の「1」でございますが、表の左端の「意見等の概要」

にございますように、『安否情報の提供に際して、「公共機関との連携」と「放送事業

者の自主性の尊重」をどのように調整するのか。』また、「安否情報を市から提供して

マスコミ各社が流すという基本方針を決めても、マスコミ各社が独自に情報を収集し

て提供することが起こりうる。」というご意見をいただきました。 
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 この点に関しまして、表の右端の備考欄をご覧いただきたいと存じます。 

 

 被災者等の親族から個人を特定してなされる安否の照会に対して、当該個人にか

かる情報を提供することを「安否情報の提供」と呼んでおります。一方、報道機関に、

当該事案における被災者などの安否情報を広く提供しますことを、それとは区別して、

「安否情報の公表」と呼んでおります。 

 

 本市といたしましては、収集した安否情報を、「公共機関との連携」ということで「公

表」します場合でも、報道機関にその情報を「そのまま流してください」ということでは

なく、あくまで報道機関の自主性を尊重し、その自主的な判断に基づいて当該安否

情報が取り扱われることが基本でございますことから、本市の行う「安否情報の公表」

によりまして、報道機関が別途、病院などから独自に取材して報道することについて、

制約が加えられるものではないと考えております。 

 

 したがいまして、本市としまして何らかの制約や負担を報道機関に課すこと、例えば

「市が安否情報を集約し、それをマスコミ各社を通じて市民に提供する。」といったこと

を、方針とすることは考えておりませんので、この点につきましては、計画素案には特

に記述しておりません。 

 

 この項目に関連しましては、お手元の「資料６ 第 2 回企画部会の意見等にかかる

計画素案における記述等について」の１ページをご覧いただきたいと存じます。 

 

 ここでは、第 2 回企画部会で、同じく安否情報に関しまして、「市内でテロが発生し

た場合、安否情報の一元化が必要であり、そこに聞けば何でもわかる「被災者受付セ

ンター」というようなものを設置してほしい。」というご意見をいただきました。 

 

 この点につきまして、まず、右端の備考欄をご覧いただきたいと存じます。そこに記

載しておりますのは素案本文の記述でございますが、「収集の方法」のところにござい

ますように、本市としましては、収容避難所や市の関係施設から安否情報を収集しま

すほか、府警察をはじめ関係機関の皆様のご協力をお願いして、できる限り安否情

報を収集いたします。 

 

 収集しました安否情報は、市の内部で整理いたしますが、資料の中央・左側にござ

います「計画素案における記述」の欄にございますように、ご指摘の趣旨を踏まえまし

て、アンダーラインを引いた「一元的に整理する」という言葉を追加しております。 
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 なお、一元的に整理しました安否情報につきましては、右端の備考欄の下の「安否

情報の照会の受付」の記述にございますように、市で安否情報の照会窓口を設置し、

市民に周知することとしております。 

 

 恐れ入りますが、「資料５」にお戻りいただきたいと存じます。次に、２ページの項目

の「２」でございますが、外国人登録人口の区における比率の記述に関しましては、

「計画素案における記述」のところにございますように、各区の外国人登録人口の後

ろの括弧書き内に「外国人登録人口総数の何％」と記述し、本市の外国人登録人口

全体に対する割合であることが、はっきりわかるように記述いたしました。 

 

 次に、その下の項目の「３」、ほぼ表裏一体の組織であります「地域振興会」と「赤十

字奉仕団」の表記に関しましては、地域で通常よく使われている表現であり、また活

動の実態とも合致しており、かつ要綱上も問題がない表現ということで、｢大阪市地域

振興会・大阪市赤十字奉仕団｣と記述し、『以下「地域振興会」という。』と記述させて

いただくことといたしました。 

 

次に、3 ページをご覧いただきたいと存じます。項目の「４」の、警報を外国人に伝

達する際の「言語」に関するご質問とご意見についてでございますが、右端の備考欄

をご覧いただきたいと存じます。計画素案の「警報の伝達・通知」に関する記述を抜

粋しておりますが、ここに記載しておりますように、警報は、国の対策本部長でありま

す内閣総理大臣が発令し、その内容は、備考欄の中ほど掲げております「警報に定

める事項」の各項目でございます。 

警報が発令された場合、本市は、それを直ちに市民に伝達する必要がありますこと

から、同報無線等による警報の伝達に当たりまして、市の職員が、警報に定められた

これらの内容を、その場で外国語に翻訳して放送することは、現実には困難と考えら

れます。 

 

 また、現在、国におきましては、｢全国瞬時警報システム（J－Alert）｣と呼ばれるシス

テムを開発中でございまして、これは、休日や夜間でありましても、国が全ての市町村

の防災行政無線のシステムを瞬時に自動的に起動させ、同報無線を活用して警報を

全国に伝達するシステムでございますが、その場合にも、警報の内容を自動的に外

国語に翻訳して放送することは困難と考えられております。 

 

 このように、同報無線等を活用して警報の内容を伝達する場合には、多言語で行う

ことは困難と考えられますので、「計画素案における記述」の欄に記載しておりますよ

うに、日本語の理解が十分でない外国人に配慮し、「外国人にもわかりやすい平易な
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日本語を使用する。」といたしております。 

 

 なお、外国人に配慮した伝達としまして、別途、領事館や外国語 FM 局等のご協力

をいただくなどして、伝達を行うことといたしております。 

 

 また、事態が発生した場合の警報の伝達などにつきましては、市民にあらかじめ理

解しておいていただく必要があると考えておりまして、右端の備考欄の下段にござい

ます「広報・啓発」に関する計画素案の記述にございますように、広報・啓発を行う場

合、外国語を使用した広報媒体を使用するなどして、外国人に配慮することといたし

ております。 

 

 なお、同報無線を活用しまして、小学校など市内 442 箇所に設置された屋外スピー

カーによりまして警報を伝達する際には、本市が、国の指定する「武力攻撃が迫り、

又は発生したと認められる地域」に含まれる場合には、原則として、サイレンを使用し

て市民の注意喚起を図ることとされておりまして、昨年 7 月に国において、そのサイレ

ン音が決定されております。 

 

 ご参考としまして、ここでそのサイレン音をお聞きいただきたいと存じます。 

 

（♪サイレン音）約 30 秒 

 

 これが国民保護のサイレン音でございます。このサイレン音は、既存のサイレン音と

区別がしやすく、伝達距離が大きいなどのほか、高齢者などにも聞きやすいとの評価

によりまして、決定されたものと聞いております。 

 恐れ入りますが、資料にお戻りいただきまして、4 ページをご覧いただきたいと存じ

ます。項目の「５」の、救援を要する者としての「外国人」の記述に関するご意見につ

いてでございます。 

 

 この点に関しましては、4 ページから 6 ページに、それぞれの箇所における記述を

記載しておりますが、基本的な考え方としましては、外国人につきましては、情報の伝

達に課題がございますことから、情報伝達に関し援護の必要がある方について記述

すべき箇所におきましては、外国人について記述し、一方、情報が正しく伝達された

としても自らの力で避難することが困難な方、すなわち移動に関し援護が必要である

方について記述すべき箇所におきましては、外国人については記述しない、というこ

とで整理して記述しております。 
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 また、5 ページのローマ数字の【Ⅲ】のところでは、「外国人」の記述に関するご指摘

と合わせまして、左端の欄にございますように、「救援の実施に関し、特に考慮すべき

面や点を明示すべきである。」とのご意見をいただきましたことから、避難所の管理運

営にあたっての「留意事項」としまして、援護を要する者への救援について、そこに記

載しておりますように、できるだけ個別に記述するようにいたしました。 

 

 次に、7 ページをご覧いただきたいと存じます。項目の「６」でございますが、 関係

団体が実施する救援措置の範囲に関しては、それぞれの団体が「その業務に関し」

救援措置を実施することについて、誤解が生じないよう記述いたしました。 

 

 次に、8 ページをご覧いただきたいと存じます。項目の「７」では、自助・共助・公助

に関するご意見をいただきましたことから、計画素案では、本市が保護措置を実施す

る際に、関係機関の協力、並びに関係団体や企業の協力を得ることに加えまして、

市民の協力をお願いすることにつきましても、8ページから9ページにかけて記載して

おりますように、それぞれの箇所に具体的に記述いたしました。 

 

次に、１０ページをご覧いただきたいと存じます。項目の「８」の、 市民に求める自

助・共助に関する具体的な記述に関するご意見についてでございますが、 

保護措置等の実施にあたって、市民に自助・共助をお願いするところは、先ほどご

説明しましたとおり、計画素案の個々の箇所に「自発的な協力を得て」などと記述いた

しておりますが、併せまして「自主防災組織等との連携」の箇所に、「市は、保護措置

等の実施にあたり、①から④について、市民の自発的な協力が得られるよう」と記述し

まして、全体として、どういう活動について協力をお願いするのかがわかるような記述と

いたしました。 

 

 次に、その下の項目の「９」の、 救援を実施する職員との意見交換や協議に
関するご意見についてでございますが、右端の備考欄に記載しておりますよう

に、ご意見を踏まえまして、必要な対応を行っておりますが、計画の策定にあ

たって実施することにつきまして、計画の本文には記述しにくいこともござい

まして、ご意見の趣旨も踏まえまして、「計画の見直しにあたっては、広く関

係者の意見を求める。」と記述いたしております。 
 

 次に、１１ページをご覧いただきたいと存じます。項目の「１０」では、 研修における

国際人道法の啓発に関するご意見をいただきましたことから、計画素案の研修の箇

所に、「本計画の内容のほか、国民保護法や国際人道法など」という文言を加え、国

際人道法について研修の内容にすることを記述いたしました。 
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 さらに、「緊急対処事態への対処」に関する「基本的事項」としまして、緊急対処事

態においては、国際人道法に基づく赤十字標章等及び特殊標章等の交付等に関す

る規定については準用されない旨も、併せて記述いたしました。 

 

 次に、その下の項目の「１１」でございますが、経費負担の基本的な考え方と国に対

する請求方法に関するご質問をいただきましたことから、計画素案におきましては、

「国民保護法により原則として国が負担することとされていることから、市は、別途国が

定めるところにより」という記述を加えました。 

 

 最後に、１２ページをご覧いただきたいと存じます。項目の「１２」では、市民の権利利

益の救済窓口における対応措置に関するご意見をいただきましたことから、計画素案

におきまして、「窓口を開設し」の後に「次に掲げる手続項目について対応する。」を加

えまして、その下に「市民の権利利益の救済にかかる手続項目一覧」として、損失補

償などの手続項目の一覧表を記載することといたしました。 

 以上が、第1回企画部会でいただきましたご意見等を踏まえての、計画素案におけ

る記述等でございます。 

 

 引き続きまして、第２回企画部会においていただきましたご意見等を踏まえての計

画素案の記述についてご説明申し上げます。 

 

 「資料６」をご覧いただきたいと存じます。1 ページの項目の「１」につきましては、先

程ご説明させていただきましたとおりでございます。 

 

 ２ページをご覧いただきたいと存じます。項目の「２」でございますが、『「武力攻撃事

態への対処」が計画の記述の中心になっているが、現実的には、まず「緊急対処事

態への対処」について考えなければならないので、緊急対処事態の方をメインに記

述し、武力攻撃事態はそれを準用するという構成にした方がわかりやすいのではな

いか。』、というご意見をいただきました。 

 

 この点につきましては、右端の備考欄に記載しました「計画の目的」にございますよ

うに、本計画は、国民保護法に基づき策定するものでございまして、同法が武力攻撃

事態を基本としております以上、私どもといたしましては、やはり、計画の記述におき

ましては武力攻撃事態を基本とし、緊急対処事態につきましては、その定めを準用

するという構成をとる必要があると考えております。 

 

 したがいまして、計画の構成につきましては原案どおりとさせていただきたいと考え
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ております。 

 

 勿論、「現実的には、緊急対処事態への対処について考えなければならない」とい

うことにつきましては、ご指摘のとおりと考えておりますので、その点に関しましては、

先ほど、林部会長からご説明いただきましたように、この計画本体の中ではなく、備考

欄の下の方に記載しております、具体的な実施手順などを定める「（仮称）実施マニ

ュアル」を作成する段階で、ロンドンテロのような爆破テロ、あるいは地下鉄サリン事件

のような化学テロなどの事例を踏まえまして、より緊急性の高い事態例から順次、現

実的で実効性のあるものを作って参りたいと考えております。 

 

 一方で、計画素案の記述におきましては、この「緊急対処事態への対処」の章が、

なぜ「第 1 編」に置かれ、どういう意味をもっているのかにつきましては、必ずしも明確

ではなかったと思いますので、そうした点がもう少し明確になるよう、記述を整理いた

しました。 

 

 国民保護法では、第１章から第７章まで武力攻撃事態に関する事項について定め、

緊急対処事態につきましては第８章で、それらの規定を準用するとされております。し

かしながら、本市におきましては、特に緊急対処事態に留意する趣旨から、計画の最

後にやっと「緊急対処事態への対処」に関する記述が出て来るのではなく、最初から、

緊急対処事態を意識してこの計画を見ることができますよう、武力攻撃事態への対処

にかかる具体的な記述が出てまいります「第２編」の前の「第１編 総論」に、計画全

体にかかわるルールのようなものとしまして、「緊急対処事態への対処」に関する定め

を置いたものでございます。 

 

 そこで、まず、中央・右側の第 2 回企画部会の素案では、２ページの「１ 基本的事

項」と３ページにございます「３－(1) 緊急対処保護措置の実施に関する基本的事

項」と二つに分かれておりました「基本的事項」を、資料の２ページ中央・左側の計画

素案の記述では、一つにまとめております。 

 

 ここでは、緊急対処事態については、法律では、武力攻撃事態等への対処に関す

る規定が準用され、また、事態への対処についても、武力攻撃事態への対処に準じ

て行う、ということについて記述したうえで、アンダーラインを引いた部分でございます

が、「本計画においては、第２編以下に武力攻撃事態等への対処について定め、緊

急対処事態に関してはそれらの記述を読み替えるものとする。」という文言を追加しま

して、用語の読み替え表をその下に置きました。 
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 すなわち、「武力攻撃事態をメインに定め、緊急対処事態については、それを準用

する」という法律の趣旨に沿って、この計画は記述するものでございますが、以降、緊

急対処事態については、用語を読み替えながら、読んでいただきたいということを、こ

こで表現しようとしているものでございます。 

 また、緊急対処事態に関しましては、基本的には読み替えるものでございますが、

その際、あらかじめ留意しておかなければならない点につきまして、３ページをご覧い

ただきたいと存じますが、中央・左側の中段のアンダーラインを引いたところの 1 行目

にございますように、「３ 緊急対処事態への対処にあたっての留意事項」という項目

を新たに置きまして、そこに記述することといたしました。 

 

 まず、「(1) 国の事態認定前の対処」でございますが、「緊急対処事態は、突発的に

発生し、発生当初は事故との判別が困難なことが多いと考えられる。」という緊急対処

事態の特徴とも言うべきことを、まず記述しまして、そのうえで、「国の事態認定がなけ

れば、法に基づく措置は実施できませんが、その前であっても、本市としては、市民

の安全を守るため、現場において被害への初動的な対処が必要」であり、その場合

は、『本計画第２編の「原因不明の事案が発生した場合」の定めに従い、地域防災計

画又は危機管理指針等に基づき、迅速に対処する。』ということについて留意事項と

して記述いたしました。 

 

 また、４ページをご覧いただきたいと存じます。アンダーラインを引いた部分の、「(3) 

市民生活の安定に関する措置の取扱い」では、事態が長期にわたることを前提とした

物価の安定などの措置について、さらに、「(4) 赤十字標章等及び特殊標章等の交

付等に関する取扱い」では、武力紛争において使用される標章等について、これら

はいずれも緊急対処事態の場合には準用できない事項でございますので、誤解のな

いよう、詳しく記述することといたしております。 

 

 以上、「第1編第6章 緊急対処事態への対処」については、ただいまご説明したよ

うな記述といたしております。 

 

 続きまして、５ページをご覧いただきたいと存じます。項目の「３」でございますが、

『現地調整所に関する記述において、現場での動きがあまり明示的に記述されてい

ない。どのくらい現場での動きについて説明するのかを検討されたい。できれば「現

地合同調整所」として、危機管理室が総合調整機能を発揮するようにするとよい。』と

いうご意見をいただきました。 

 

 事態が発生した場合の現地での動きに関しましては、発生する事態の種類や規模
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などによって、様々なケースが想定されます。そのため、基本的な枠組みを示すこと

を目的とした本計画におきましては、あまり詳細な記述は難しいと考えておりまして、

現地での具体的な動きにつきましては、先ほど申し上げました「実施マニュアル」の段

階で記述することといたしたいと考えております。 

 しかし、素案の記述からある程度具体なイメージがわきますように、「計画素案にお

ける記述」のアンダーラインの引いた部分にございますように、参加が想定される関

係機関の名称や、現地調整所の構成、また、その主な役割などにつきまして、記述を

追加することといたしました。 

 

 また、「現地合同調整所」という名称についてでございますが、調整所には関係機

関が集まるということで、「合同」であることにつきましては、ご指摘いただいたとおりで

ございますが、名称としましては、既に大阪府の「ＮＢＣテロ対処の連携指針」や国か

らの通知文書などで使用されております「現地調整所」という名称が本市では一定定

着しておりますことから、名称につきましては、原案どおりとさせていただきたいと存じ

ます。 

 

 ただし、現地調整所が、関係機関が参加して設置されるイメージがより伝わりますよ

うに、そこにお示ししているような「図」を加えて記述することといたしまして、また、本

市として一定の役割を果たすため、市対策本部から職員を派遣することについても記

述しております。 

 

 次に、６ページをご覧いただきたいと存じます。項目の「４」の「北朝鮮のミサイル発

射後、総連系の学校に通う学生に対する嫌がらせが起こっている。武力攻撃事態等

が発生した場合に、そういったことが起こらないよう、行政が速やかに配慮した動きを

とることについて検討されたい。」というご意見についてでございますが、計画素案で

は、そういったことを念頭におきまして、被災情報の「公表・情報提供等」項目の中に

おきまして、「市民の安全の確保、不安の軽減、混乱の防止などを図るため、被災情

報のほか、事態の推移、保護措置の実施状況、留意事項等について、市民に対して

適時に、正確かつ積極的な公表・情報提供等に努める。」と記述いたしております。 

 

 最後に、その下の項目の「５」でございますが、『テロがあった場合、長期的な精神

面での影響は、早い段階でケアするかどうかに関わってくるので、「心のケア」に関す

る記述について検討されたい。』というご意見をいただきました。 

 

この点につきましても、そうしたことに留意しまして、計画素案では、「心の健康相談

等の実施」の項目の中におきまして、「災害による心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）
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などに対応するため、心の健康に関する相談窓口を設置する。」と記述いたしており

ます。 

 

  以上が、第２回企画部会におけるご意見等を踏まえて記述している箇所でござい

ます。 

 

 「（仮称）大阪市国民保護計画（素案）」の内容についてのご説明は以上でございま

す。何とぞ、よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

 

 

（議長：關市長） 

 ありがとうございました。それではただ今の事務局からの説明に対しまして、何かご

質問、ご意見等がございましたら、ご発言をお願いいたします。 

 

（李委員） 

救済する方と救済される方の意識が重要だと思うのです。救済する方は非常に精

査されたマニュアルを作成し、それを理解するということに入っていくと思うのですが、

救済される側にとりましたら、あまり複雑なものでありますと瞬時に判断することは非常

に難しいと思うのです。 

前回の企画部会での明海大学の日野先生のご講義で、ロンドンテロが起こった直

後、ロンドン市民は非常に冷静に行動をしていたという報告がありました。それはＩＲＡ

等の、過去のテロに基づくマニュアル作りが非常に洗練されて、一般市民に周知・徹

底されている結果であったことも報告されました。市民には非常に簡潔な小冊子が配

布されていた結果なのです。 

そういうことで、救済される側、救済する側のスタンスの違いを見て、マニュアル作り

に入っていくことが大切だと思います。 

アメリカの警察の電話番号が、９１１です。テロリストがその数字を皮肉って 9 月 11

日にテロ実行日に選んだわけです。一般市民は緊急事態が起こりましたら９.１１とわ

かっています。緊急事態が起こったときに、一般市民はどの番号に電話をしたらいい

のかを周知、徹底すればいいと思います。コメントになりましたけれど以上です。 

 

（議長：關市長） 

 どうもありがとうございました。たいへん、重要な点だと思います。事務局から何かあ

りますか。あるいは林先生、ご意見は？ 
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（部会長：林委員） 

この素案を見ていただきますと１０１ページに「第３編 平素からの備え 第５節 広

報啓発」というのがあります。「市は国や府などの関係機関と連携しつつ市民に対し、

広報紙、テレビ、ラジオ、パンフレット、インターネット等様々な媒体を活用するととも

に様々な機会を通して保護措置の重要性等について広報、啓発を行う。その際、点

字や外国語を使用した広報媒体を使用するなどして障害者、外国人等に配慮する」

とありますが、そこで何を伝えるべきか、ということについて李委員の方からご指摘を

いただいたのだと思います。 

消防庁のほうでもパンフレットを用意しておりますし、各都道府県でも住民、市民向

けの啓発媒体、資料内容みたいなものの整備が進んでおりますので、そういうものも

活用しながら、是非分かりやすくしていただけたらと思います。 

マニュアルそのものは、危機対応に当たる人たちの間の文章であるという位置づけ、

と私は個人的には認識しておりまして、本質的には公開する主旨のものではないと思

っております。 

むしろ公開すべきは計画本体でありまして、これについては概要版も含めて広く皆

さんに読んで、あるいは知っていただく。それを知っていただく努力もぜひいろんな

形で続ける。こういう事態が起こったときに公的な支援、どのようなものが期待されるの

か、どのような手続きで行われるのかということも是非知っていただいて、それをふま

えた上で自助、共助ということの力も発揮していただけるようになっていくのがいいの

か、それを少なくとも公助の側の最低限のクオリティーを確保する。あるいはできれば

高い質に持っていくための連携の、平たく言えばアンチョコみたいなものがマニュア

ルだと思っています。アンチョコは普通、バラさないことになっていますので、それを

見ながら順次、改善をしていくという性質のものだと思っております。 

 

（議長：關市長） 

ありがとうございました。他にはご意見、ございませんか。 

冒頭、林部会長からもお話がありましたように、突発的に起こるわけですから、市民

に対するきちっとした計画の内容を、どのようにして周知できるかということがひとつの

カギだと思います。先ほどサイレンが鳴りましたけれども、サイレンはあれでいくという

ことですか？何か聞かせるようなことをしなければいけないでしょうね。何のサインか

わからなければ・・・。変にすると本当に起こったのかと間違う人がおられると困ります

し。そのあたりのこともいるでしょうね。 

危機管理監、大阪でも、都市は騒音がすごいですね。車から救急車、消防の車や

パトカー。いろんな音が一日中、夜も聞こえるのが現実だと思うのです。そこに違うサ

イレンというものを周知するということも大事だと思うのですが。何かご意見があります

か。 
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（中村委員） 

先程からございましたように、市民に対する広報は非常に大事だと思っております。

通信の手段につきましては防災無線を基本にするということは災害対策でもそうなっ

ております。今、騒音の話が会長からございましたけれども、いろんな通信の手段、伝

達の手段を市民に正確にきめ細かく伝えようということで、現在、情報の伝達の整備

を新たに、今、始めております。テレビなどもデジタル化ということで、2011 年からとな

っているようですが、例えば、無線のシステムも全てデジタル化されるというような電波

法の改正等もございまして、そういったことをどのように使っていくかというようなことも

考えていきたいというふうに考えております。 

それから、阪神・淡路大震災のときのデータが出ているのですが、訓練ということ、

こういったことに関心はあるが、実際の訓練に参加する市民が５％ぐらいだという統計

も出ております。ですからよく言われることなのですが、危機事態になると、訓練をし

たこと、また、訓練しておかなければそれに対処できない。また、訓練をしたことも、実

際そういう事態になったら、なかなか実践できないというような、そういう非常に厳しい

現実もあろうかと思うので、私たちもこの計画、マニュアルの作成を通じまして、できる

だけそういったことを市民と共有できるように肉付けをしていきたいというふうに考えて

おります。大阪市だけではできるわけではございませんのでご参加の皆様方の協力

も得ながらやっていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

（部会長：林委員） 

サイレンについてですが、サイレンそのものは国が決めてしまいましたので、まあ、

あれがいいか悪いかは・・・個人の好みではあまりいいとは思っていないのですが、覆

しようがないものだと思うのです。 

 

ただ、「ピーポーピーポー」という音が救急車、パトカーが「ウーウー」、「カンカン」

が出動している消防車であったり、あるいは昔の方だと「ウ～ウ～」が空襲警報だと。

そういう、ある決まった音と、そこで発生している事態との連携という、対連合というの

ですが、それができあがっていれば、ああいう、何となくウルトラマンが出てくるような

音であっても、それなりに意味は皆さんに分かっていただけると。ですから、サイレン

を決めたのは全国で皆さんに同じように理解していただくということであれば、国民保

護に関する啓発の中で、皆さんにいろいろな形で聞いていただく。「あの音が国民保

護の問題の音だ」ということを知っていただく努力をするのも実は訓練であったり、啓

発であったり、広報の一環になろうかと思います。 

 

あれ自体の趣味を言い出すとなかなか。消防庁も趣味がいいと思っていないのか、
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本人たちがそう熱心に啓発しませんけれども、決めてしまった以上は、「あれが国民

保護の事態だということを繰り返し対連合させていくことの努力をせざるを得ない。ま

た、することによってあれでも定着していくという思いがあります。ツカミには使えると思

います。 

 

（議長：關市長） 

そうですね。サイレンの話ですが、それ以外にも何かありましたら。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

 よろしいでしょうか？ 事務局からですが、ただ今いろいろご議論いただきました点

に関しまして、まずサイレンにつきましてはご参考のためということで聞いていただきま

した。これについても市民の方に周知するように努めなければいけないと思っている

のですが、一方緊急対処事態を大阪市として特に留意するということとの関係で言い

ますと、緊急対処事態は先に事態が起こってしまう可能性が高いと思いますので、サ

イレンよりも先に事態が起こってしまうということについても留意しておかなければなら

ないというふうに思っております。 

市民の方への啓発ということで、先ほど話がありました第２回の企画部会におきまし

て明海大学外国語学部の日野壽憲先生にお越しいただきまして、ロンドンテロにつ

いてロンドンの市議会のロンドンテロ調査委員会の報告書を詳しく分析していただき

まして、ご報告いただき、非常に勉強になったわけですけれども、その中でも「市民の

人たちが非常に理解をしていたからよかった」という報告がなされております。そのあ

たり、本市としましても、市民の方への広報、啓発が重要だと思っております。広報と

しましては、なかなか「テロが起りますよ」という啓発の仕方は難しいと思います。どうい

う対応をしたらよいかということを中心に啓発していくようなことを検討して参りたいと考

えております。 

 

（議長：關市長） 

ありがとうございました。そうですね、冊子を作るとしてもわかりやすい冊子が是非

必要だと思いますね。難しい役所の言葉はやめて、市民の目線でわかりやすい冊子

ができればいいかと思います。 

他には特にございませんでしょうか。 

 

（豊田委員） 

NHK でございます。先ほどのご発言の中にデジタル時代のことに言及されたご発

言がございましたけれども、NHK としましても２０１１年以降の完全デジタル移行の段

階で、テレビはどうあるべきかということ、あるいはデジタルラジオについても、なかな



 21

か今のところ方針が明確に決まらない現状があるのですけれども、そういった中で保

護措置等についてどのように法の主旨が有効に役立つように放送できるのか、という

ことは、検討していかなければならないと思います。 

保護措置そのものが、こういった事態になると、時間の経過とともに必要な局面とい

うのがどんどん変わっていくのだろうと思うのです。このあたりの具体的なシミュレーシ

ョンを今後、是非とも関係部局、機関とともに具体的に考えていく必要があるのかなあ

と思っております。こういった基本的な計画書の中ではそういったイメージをわかせる

ことは非常に難しいと思うのですが、先ほどの一般の市民向けのマニュアルとともに

ぜひとも具体的なシミュレーションができるような場を設けていただければと思ってお

ります。 

台風などのように、毎年必ず来るものについては NHK の職員そのものが訓練され

る。あるいは地震などについても、様々な情報を勉強して訓練できるのですが、こうし

た想定されるだけの状態のときには、余程そのあたりをしっかりしておかないと２０１１

年以降で言えば、手段が豊富になるだけにかえって難しい部分も出てくるのかなあと

思いますので、ぜひともそのあたりご検討いただければと思います。 

 

（議長：關市長） 

ありがとうございました。たしかにそういう伝達媒体の変化が必ず起ってくるわけで

すが、２０１１年は決まっていますし。他にはよろしいでしょうか。 

それでは、いろいろご意見もいただきましたが、本日皆さんからいただきましたご意

見等を踏まえまして、事務局において必要があれば計画素案を加筆修正したものに

つきまして、パブリックコメントを実施させていただきたいと存じますがよろしいでしょう

か？ その点につきまして、ご異議等はございませんか？ 

   

よろしゅうございますか？ ご異議なしということで、ご承認をいただいたことにいたし

たいと思います。 

 

それでは（仮称）「国民保護計画（素案）」については以上でございます。 

 

 次に、議題（２）の「その他」についてですが、パブリックコメントの実施につきまして、

事務局から説明願います。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

それでは本日、ご審議いただきました「（仮称）大阪市国民保護計画（素案）」を１０

月２日から１１月１日までの 1 ヶ月間、パブリックコメントを実施しまして、広く市民の皆

様よりご意見を頂戴して参りたいと考えております。 
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お手元の資料７「（仮称）大阪市国民保護計画（素案）【概要版】（案）」をご覧いた

だきたいと存じます。 

パブリックコメントの実施に際しましては、計画素案の全文はかなりのボリュームとな

りますことから、【概要版】（案）を作成しております。 

計画素案及び概要版につきましては、市役所、区役所、公文書館をはじめ、梅田、

難波、天王寺にございます大阪市サービスカウンター等で配布いたしますほか、危

機管理室のホームページにおきましても掲載して参りたいと考えております。 

 なお、パブリックコメントの実施につきましては、１０月１日に配布されます「大阪市政

だより １０月号」に掲載する予定としておりますのでどうぞよろしくお願い申し上げま

す。 

 

（議長：關市長） 

 ありがとうございました。パブリックコメントはそういうことで、実施をしていきたいと思

いますが、そのほか、全体を通じまして、せっかくの機会でございますので、何かご意

見・ご発言があればお願いいたします。 

 

 よろしいでしょうか？ それでは最後に、今後のスケジュールについて、事務局から

説明いたします。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

 それでは、今後のスケジュールにつきまして、ご説明申し上げます。 

お手元の「資料８ 計画策定スケジュール（案）」をご覧いただきたいと存じます。 

 先程ご説明いたしましたとおり、本日、第２回協議会でのご審議の後、１０月にパブ

リックコメントを実施しまして、広く市民の皆様からご意見等を頂戴することといたして

おります。 

 そしてパブリックコメントの結果を踏まえまして計画（案）を取りまとめ、１１月から１２

月頃に、第３回企画部会を開催しまして、計画（案）につきましてご審議いただきたい

と考えております。 

 その後、１２月から１月頃に開催いたします幹事会を経まして、第３回協議会で計画

（案）についてご審議を賜り、協議会としての答申をいただきたいと考えております。 

そして、その答申を踏まえまして大阪市の計画（案）を作成し、大阪府との協議を行

い、本年度中に計画を策定して参りたいと考えております。 

今後のスケジュールの説明につきましては以上でございます。どうぞよろしくお願

い申し上げます。 
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（議長：關市長） 

ただ今の事務局の説明に対しまして、何かご意見等がございますでしょうか？ 

それでは、特にご意見がないようでございますので、これをもちまして本日の議題

はすべて終了いたしました。 

 皆様のご協力によりまして、協議会を円滑に終了させていただくことができましたこ

とを厚く御礼申し上げます。 

  

 事務局からの今後のスケジュール説明のとおり、限られた時間ではありますが、これ

からも皆様のいろいろな角度からのお力添えをお願いいたしまして、本日の議事を終

了したいと思います。本日はどうも長時間にわたりましてありがとうございました。 

 

 それでは、あと事務局のほうににお返しいたします。 

 

（事務局：横関危機管理担当課長） 

 ありがとうございました。以上をもちまして、「大阪市国民保護協議会」を閉会させて 

いただきます。本日は、どうもありがとうございました。 

   


